様式第十一号(第十条の十関係)
	産業廃棄物処理業
	廃止

変更
	届出書

	　　年　　月　　日

　(宛先)松山市長　　　　
届出者

住所　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)
電話番号　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　

年　　月　　日付け第　　号で許可を受けた産業廃棄物処理業に係る以下の事項に

	ついて
	廃止

変更
	したので、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条の2第3項において準用

	する同法第7条の2第3項の規定により、関係書類等を添えて届け出ます。

	　
	新
	旧

	廃止した事業又は変更した事項の内容(規則第10条の10第1項第2号に掲げる事項を除く。)
	　
	　

	変更した事項の内容(規則第10条の10第1項第2号に掲げる事項)

	　
	(変更内容が法人に係るものである場合)※法定代理人、株主及び出資をしている者の変更

	
	(ふりがな)
　名称
	住所

	
	
	

	
	(変更内容が個人に係るものである場合)※法定代理人、役員(法定代理人が法人である場合の当該法人の役員を含む)、株主、出資をしている者及び使用人の変更

	
	(ふりがな)
氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	役職名・呼称
	住所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	廃止又は変更の理由
	　　　　　　　　　　　　　(変更年月日:　　　　年　　月　　日)

	備考

　1　この届出書は、廃止又は変更の日から10日以内に提出すること。

　2　各欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、この様式の例により作成した書面を添付すること。



	誓　約　書

　申請者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条第5項第2号イからヘに該当する者でないことを誓約します。

年　　月　　日
(宛先)松山市長

住所　　

氏名　　
　　　　
(法人にあっては名称及び代表者の氏名)



(注)
1　申請者が法人の場合にあっては、申請者である法人又はその役員若しくは政令で定める使用人が欠格要件に該当しないことを誓約するものです。
(1)役員とは、法人に対し業務を執行する取締役等のほか、相談役、顧問、その他いかなる名称を有する者かを問わず、取締役等と同等以上の支配力を有すると認められる者をいう。
(2)取締役等と同等以上の支配力を有すると認められる者には、発行済株式の5％以上を有する株主又は出資額の5％以上を出資している者が含まれる。
(3)政令で定める使用人とは、本支店等又は継続的に業務を行うことができる施設を有する場所で、収集運搬又は処分若しくは再生に係る契約を行う権限を有する者を置くものの代表者である者をいう。
2　申請者が個人の場合にあっては、申請者である個人又はその法定代理人若しくは政令で定める使用人が欠格要件に該当しないことを誓約するものです。
処理施設の変更に係る新旧比較表
	
	変更前
	変更後

	処理施設の種類
	
	

	設置場所
	
	

	設置年月日
	
	

	許可年月日
	
	

	許可番号
	
	

	処理能力
	
	

	廃棄物の種類
	
	

	処理施設の処理方式及び設備の概要
	
	

	環境保全措置の概要
	
	


	　

事業計画の概要を記載した書類
　

1． 全体計画の概要(変更許可申請時には変更部分を明確にして記載すること)
2.処分する産業廃棄物(特別管理産業廃棄物)の種類及び処分量等

	
	産業廃棄物

(特別管理

産業廃棄物)の種類
	処分方法
	処 分 量

(ｔ／月又はｍ3／月)
	備　　　　　考

	
	
	
	
	性　状
	予定排出事業場の

名称及び所在地

	1
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	

	備考　　取り扱う産業廃棄物(特別管理産業廃棄物)の種類ごとに記載すること。


	3.施設の概要(中間処理施設)


	処理施設の種類
	

	　 eq \o\ad(設置場所,　　　　　　　)
	

	　 eq \o\ad(設置年月日,　　　　　　　)
　 eq \o\ad(許可年月日,　　　　　　　)
　 eq \o\ad(許可番号,　　　　　　　)
	

	　 eq \o\ad(処理能力,　　　　　　　)
	

	　 eq \o\ad(廃棄物の種類,　　　　　　　)
	

	処理施設の処理方式及び設備の概要
	

	環境保全設備の概要
	


	4.施設の概要(最終処分場)　



	最終処分場の種類及び名称
	

	　 eq \o\ad(設置場所,　　　　　　　)
	

	　 eq \o\ad(設置年月日,　　　　　　　)
　 eq \o\ad(許可年月日,　　　　　　　)
　 eq \o\ad(許可番号,　　　　　　　)
	

	　最終処分場の規模等
	

	　埋立廃棄物の種類
	

	　構造及び設備の概要
	

	　放流水の水質等
	

	　その他環境保全対策
	


	5.処分業の具体的な計画(処分業を行う時間、休業日、組織及び従業員数を含む。)
　(1)　施設ごとの用途

　

　(2)　処分業を行う時間

(3) 休業日

　

(4) その他



	従業員数内訳(　　年　　月　　日現在)

	役　員

 　　人

(　　人)
	政令第6条の10に定める使用人

　　人

(　　人)
	事務員

    人

(　　人)
	運転手

    人

(　　人)
	作業員

    人

(　　人)
	その他

    人

(　　人)
	合　計

    人

(　人)


· (　)内は、産業廃棄物処理業に従事する者の数

	6.環境保全措置の概要

　(1)　中間処理施設において講ずる措置

　

　(2)　保管施設において講ずる措置

(3) 最終処分場において講ずる措置

　

(4) その他




使用する施設の写真

	　施　設　名
	

	

	　施　設　名
	

	


	処分後の産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物の処分方法を記載した書類

	処分後の産業廃棄物の種類
	

	発　　　生　　　量

(ｔ／月又はｍ3／月)
	

	処　　分　　方　　法


	自己処理
	(処分場所)

	
	委託処理
	(処分業者名)

	
	
	(処分場所在地)

	
	　　埋立処分　　海洋投入処分　　中間処分　　売却

	備考　処分後の産業廃棄物の種類ごとに記載すること。


　　　　　　　　　　　　　　　
役員の変更に係る新旧比較表
	新　　　役　　　員
	旧　　　役　　　員

	役職
	氏名
	備考
	役職
	氏名
	備考

	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　

	　
	　
	　
	　


(令和　　年　　月　　日の　　　　　　　における役員改選による変更)
※新任者については新役員の備考欄に「新任」と、退任者については旧役員の備考欄に「退任」と記載すること。
株主若しくは出資者の変更に係る新旧比較表
(発行済株式の5％以上を有する株主又は出資額の5％以上を出資している者に限る。)
	新
	旧

	保有する株式の数又は出資の金額及び割合
	氏名又は名称
	備考
	保有する株式の数又は出資の金額及び割合
	氏名又は名称
	備考

	
	
	　
	
	
	　

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	　
	
	　

	
	　
	　
	　
	
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　


(　　年　　月　　日の　　　における変更)
※新しく5％以上株主等になったものについては新の備考欄に「新」と、5％以上株主等に該当しなくなったものについては旧の備考欄に「旧」と記載すること。
(別紙)　
	(ふりがな)
	生　年　月　日
	本　　　　　　籍

	氏　　名
	役職名・呼称
	住　　　　　　所

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※この様式は様式第11号、第17号の役員等記載欄が不足する場合に使用してください。

なお、その際には、様式第11号、17号の役員等記載欄には「別紙のとおり」と記載してください。

同時申請(届出)に関する申立書
　本申請(届出)書における下記の添付書類について、　　 年　 　月 　　日
付けで貴市に提出いたしました「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」に係る書類に添付したものと共通しておりますので、事務処理の簡素化と経費節約のため、本申請(届出)書には添付を省略させていただきたく、その旨申し立てます。
記
　　　　①　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　②　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　③　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　④　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　住　所:
　　　　　　氏　名:
(法人にあっては名称及び代表者の氏名)


同一の場所であることの申立書
当方の事業所等として使用している下記については、表示は異なりますが同一の場所であることを　申し立ていたします。
記
住居表示上:　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
登記簿上:　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　年　　月　　日
(宛先)松山市長
住所
氏名
(法人にあっては名称及び代表者氏名)
(日本産業規格　A列4番)











原本認証に関する申立書








　当申請書又は届出書に添付している登記事項証明書等の写しについては、原本と相違ないことを申し立てます。








　　年　　月　　日





(宛先)松山市長　





住所


氏名　　　





(法人にあっては名称及び代表者の氏名)











